
 

 

 

 

第 25 回境川流域総合治水対策協議会の結果報告について 

平成 22 年 11 月 22 日に開催された、境川流域総合治水対策協議会（名

古屋市始め 10 市 2 町及び県にて構成）において、以下の項目を協議・確

認し、今後も引き続き、積極的に総合治水対策を実施していくことを合意

しましたので、お知らせします。 

 

１．特定都市河川浸水被害対策法に基づく指定について 

①境川流域の総合治水対策を確実に進めるため特定都市河川浸水被害対策法(平成

15 年 6 月 11 日公布・平成 16 年 5 月 15 日施行)に基づく特定都市河川及び特定都

市河川流域（以下、「特定都市河川等」という。）の指定を目指すこととし、県は

年内を目標に国土交通大臣の同意手続きなどに着手する。 

②特定都市河川等の指定に関わる国土交通大臣の同意後、県及び 12 市町は、雨水浸

透阻害行為の対象となる流域内の住民や事業者等に対して、特定都市河川等の指

定予定日とあわせ雨水浸透阻害行為の許可が必要となる旨の周知を、指定日（平

成 23 年度下半期を目途）まで行なう。 

③ 特定都市河川等の指定の上、さらに雨水浸透阻害行為の許可を要する面積を５０

０ｍ2 とすることについて、名古屋市及び豊田市についてはそれぞれの市が、そ

れ以外の市町については県が実施に向け調整を図るものとする。 

２．「流域水害対策計画」の策定について 

現在検討中の特定都市河川浸水被害対策法に基づく「流域水害対策計画」について、

今後、学識経験者や関係住民の意見を聴取し、河川法に基づく「河川整備計画」とあ

わせ、特定都市河川等の指定後すみやかに策定できるよう県及び 12市町は協力する。 
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●流域水害対策計画－河川管理者・県知事・関係市町長・特定都市下水道管理者が共同し

て、特定都市河川浸水被害対策法に基づき、今後２０～３０年間の河川整備と下水道等の内

水対策を一体的に策定する計画で、学識経験者、関係住民及び関係機関からの意見聴取

などの手続きを行い策定される。 

 

●河川整備計画－河川管理者が河川法に基づき、今後２０～３０年間の治水、利水、環境に

関しての具体的な河川の整備に関して策定する計画で、学識経験者、関係住民及び関係行

政機関からの意見聴取などの手続きを行い策定される。 

 

 

 

 

 

【背景】 

○境川・猿渡川流域（流域面積２６４km2）の急激な都市化の進展による治水安全度の低下を克

服するため、河川整備の促進とともに、流域の開発による洪水流出量の増大を抑制し、流域

が従来有していた保水、遊水機能の維持、増大を図ることを目的として、「境川流域整備計

画」が、昭和５８年に策定され、総合治水対策が推し進められてきた。 

 

○この間、流域の都市化率は約５８％に達し、計画想定値の５０％を上回り、開発に伴う必要対

策量約３３２万 m3に対し、平成２１年度末で約１７８万 m3（約５４％）にとどまっている。 

 

○平成１６年１２月１０日の第１７回の協議会で境川流域整備計画の見直しに向けた主要な方針

として、以下の４点が合意されている。 

①境川、逢妻川及び猿渡川において河道掘削などの河川改修を推進すること。 

 ②ため池及び農地を適正に保全すること。 

 ③特に、遊水機能の保全に向け、適正な土地利用に努めること。 

 ④「緊急五ヶ年計画」以降も、引き続き、流域対策を推進すること。 

 

○平成１９年３月２３日の第２０回境川流域総合治水対策協議会では以下が合意された。 

「特定都市河川浸水被害対策法」を境川・猿渡川流域へ適用することとし、同法第４条に基

づく河川、下水道等を含む総合的な浸水被害の防止を図る「流域水害対策計画」の策定作業

に着手する。また、法の指定時期については、流域水害対策計画の策定作業の進捗に基づき

協議会において判断する。」 

 


